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○意 見 

  会計基準の国際的なコンバージェンスに向けた取組みを進めるにあたり、公開草

案の趣旨は理解できる。一方、これまで後入先出法を採用してきた企業においては、

後入先出法を廃止した場合、財務実績のみならず、投資家をはじめとするステーク

ホルダーからの信頼が損なわれかねないなど、重大な影響を及ぼすことが想定され

る。 

したがって、本会計基準においては、会計基準の国際的なコンバージェンスの動

向を更に注視しつつ、企業が一定の注記を開示することを条件に、後入先出法から

他の評価方法に変更するために必要かつ十分な移行期間を経過措置として講じる

べきである。 

 

○理 由 

（１）第 34-5 項にも示されているとおり、資産価格などの変動によって棚卸資産の

仕入価格や販売価格の大きな変動が生じる場合、後入先出法はその他の評価方

法に比べ、棚卸資産の保有損益を期間損益から排除することから、より適切に

期間損益を計算できる方法であるといえる。とりわけ資源価格の異常な高騰が

続く現在の様な状況において、後入先出法は棚卸資産の評価方法として引続き

有用性があると考えられる。 

（２）国際会計基準と米国会計基準における後入先出法の取扱いが異なっているが、

現段階で多くの米国企業が後入先出法の適用を継続している。今後、米国会計

基準が国際会計基準にコンバージェンスする過程においては、国際会計基準に

おける後入先出法の取扱いが変更となる可能性も考慮されるべきであり、米国

の動向を見極めるまで、経過措置を講じておくことが適切である。 

（３）後入先出法からその他の評価方法へ変更した際の当期の損益への影響額が多

額である場合に、適用初年度の期首利益剰余金の調整項目として処理する方法

も考えられる。しかしながら、公開草案においては、現行のわが国会計実務を

踏まえると、このような特別な処理を定めないとしている。これは、過年度の

財務諸表に対する新たな会計処理の遡及適用に関する取扱いが定められていな

いことによるものと理解するが、後入先出法の廃止による企業への影響は非常

に重大であり、過年度遡及修正に関する取扱いが規定され、適用初年度の取扱

いについて十分な議論がなされるまで、後入先出法を採用する企業に対して配

慮することが必要である。 

以 上 

 


